






















（1） 第 198 回国会において成立した「情報通信技術の進展に伴う金融取引の多様化に対応するための資金決済に
関する法律等の一部を改正する法律」（令和元年法律第 28 号）により，資金決済法において「仮想通貨」と
いう語は「暗号資産」という語に呼称変更され，所得税法等においても同様に呼称変更された。
（2） 平成 29 年 12 月付け個人課税課情報第 4 号「仮想通貨に関する所得の計算方法等について（情報）」，タック
スアンサーNo.1524 など参照。
（3） 最判昭和 43 年 10 月 31 日集民 92 号 797 頁など参照。
（4） 暗号資産が所得税法上の資産であることは，棚卸資産の定義から暗号資産を除外するなどした令和元年度（平
成 31 年度）の改正法にも表れている（所法 2 ①十六）。
（5） 暗号資産の課税関係に関する国会での議論については，泉絢也「なぜ，暗号資産（仮想通貨，暗号通貨）の
譲渡による所得は譲渡所得に該当しないのか？―国会における議論を手掛かりとして―」千葉商大論叢 57
巻 1 号 109 頁以下参照。
〔論　説〕
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（6） 金子宏『租税法〔第 23 版〕』261 頁（弘文堂 2019）参照。
（7） 金子・前掲注（6）262 頁参照。このほか，泉絢也「仮想通貨（暗号通貨，暗号資産）の譲渡による所得の譲
渡所得該当性―アメリカ連邦所得税におけるキャピタルゲイン及び為替差損益の取扱いを手掛かりとして
―」税法学 581 号 9 頁の脚注（23）で引用している他の文献も参照。
（8） ただし，個人課税課情報や FAQ などがパブリックコメントの対象となる命令等（行手 2 八）に該当するか
は議論の余地がある。
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もいえる taxevent の発生である（9）。この CGTevent は，1997 年所得税法 Division104
において，細かく定められている。CGTevent としては，例えば，1997 年所得税法 §104.5
の A1 において CGT 資産の処分，C1 において CGT 資産の損失又は破壊，D1 及び §104.35
において他者に対する契約上の権利，コモンロー又はエクイティ上の権利の設定が定めら
れている。複数の CGTevent が発生する可能性がある場合は，原則として，納税者の状




　1997 年所得税法の Division100「AGuidetocapitalgainsandlosses」は，その §100-
10（1）において，CGT の基礎的項目として次のように述べている。













・　財務計画を立てる際には，CGT の影響も考慮する必要がある。特に，当座又は将来の CGT に係る納税義
務を最も効果的に処理するために，適切な記録管理を実行する必要がある。
（9） 1997 年所得税法の CGT 規定が適用された 1998 年 7 月 1 日時点で 36 項目あった CGTevent は，現在 12 区
分 50 項目以上にも達している。その一覧表として，1997 年所得税法 §104-5 参照。
（10） Chris Evans, australian CGt handbook2019-20,27（11thed.2019）.
（11） 以下の記述については，個別に引用しているものを除き，PEtEr MitChElson, tax law 102（7thed.2011）; 
Cynthia ColEMan Et al., australian tax analysis: CasEs, CoMMEntary, CoMMErCial aPPliCations and 
QuEstions281-282（9thed.2013）;stEPhEn barkoCzy, Foundations oF taxation law 2019,484-490（11th






年所得税法§ 950.100）。他方，footnotesandendnotes，TablesofSubdivisions 及び Tables




















⑤　このほか，多数の優遇規定がビルトインされている。例えば，1999 年 9 月 21 日の午前 11 時 45 分以前に取











り戻すことはできない（1997 年所得税法§ 102-5，960-20 等）。
⑦　個人にとって，正味キャピタルゲインは，CGT イベントが生じた課税年度において，限界税率で課税され
る（1997 年所得税法§ 102-5 等）。利得が複数年にわたって発生したものであっても，当該年度においてその
全額が課税される。




解がある。SeeMichaelLittlewood,Capital Gains Taxes: A Comparative Survey,inCaPital Gains taxation1,
7-8（MichaelLittlewood&CraigElliffeeds.,2017）.
（13） イギリスのキャピタルゲイン税制について，高野幸大「イギリスにおけるキャピタル・ゲイン税の概要」早
法 81 巻 3 号 257 頁以下，酒井翔子「英国におけるキャピタルゲイン課税の仕組みと特徴」国士舘大学大学
院政経論集 15 号 33 頁以下も参照。
（14） AnnO’Connell,Australia, inCaPial Gains taxation113 ,138（MichaelLittlewood&CraigElliffeeds.,
2017）.
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3　CGT課税の導入と変遷（15）
（1）1985 年の CGT 導入前
　キャピタルゲインの課税に関する一般的な規定を有していなかった 1985 年前において，
裁判所は，キャピタルゲインはインカムではなく，課税されないとしていた（16）。当時，
1936 年所得税法は，キャピタルゲイン課税として 2 つの限定的な規定しか有していなかっ







（2）1985 年の CGT 導入以後～1997 年所得税法前
　キャピタルゲインに対する一般的な課税規定の導入を初めて推奨したのは，1974 年の
連邦議会の税制委員会（Asprey 委員会）から示された予備的 Report であった。政府は









（15） advanCEd taxation law203-207（JohnMcLarened.2015）;O’Connell,supranote （14）, at113;GraEME s. 
CooPEr, inCoME taxation: CoMMEntary and MatErials 77-79（8thed.2017）;barkoCzy, supranote （11）, at 
483-484;woEllnEr, supranote （11）, at1667-1671; robin woEllnEr Et al., australian taxation law 2019, 
287-290（29thed.2019）;Evans, supranote （10）, at 8-11;JohnG.Head,Capital Gains Tax and Capital Income 
Taxation,4austl. tax F.35,36-37（1987）;SamReinhardt&LeeSteel, A brief history of Australia’s tax 
system,15June2006,https://treasury.gov.au/sites/default/files/2019-03/01_Brief_History.pdf.
 なお，本稿で引用する URL の最終閲覧日はいずれも 2020 年 9 月 10 日である。
（16） See e.g.,FTCvWoite,82ATC4578（1982）.
（17）taxation rEviEw CoMMittEE, CoMMonwEalth oF australia ParliaMEnt,Full rEPort430 - 432（ 1975 ）,
https://nla.gov.au/nla.obj- 1362221517 /view?partId=nla.obj- 1368633140 #page/n 434 /mode/ 1 up.See also
rEForM oF thE australian tax systEM: draFt whitE PaPEr 77（1985）.
（18） barkoCzy, supranote （11）, at 483;woEllnEr, supranote （11）, at1668-1669.
（19） taxation rEviEw CoMMittEE, supranote （17）, at413-415,433-434. 予備的レポートは，taxation rEviEw 
CoMMittEE, CoMMonwEalth oF australia ParliaMEnt,PrEliMinary rEPort（1974）である。FullReport では，
未実現の利得も支払能力を増加させることを認める一方，発生ベースでキャピタルゲインに課税することの
実行不可能性が認識されている結果，提案されている CGT 税制の実際のデザインは実現された利得に限ら
れている。See woEllnEr, supranote （11）, at1669n.4.
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　その後，CGT の導入を再び推奨したのは 1985 年 6 月の DraftWhitePaper である。そ
こでは，CGT 導入の正当化理由について，大要次のように述べて，一般的なキャピタル
ゲイン税の導入には十分な理由があるとしている（21）。
　今回，政府は迅速な動きを見せ，1936 年所得税法に PARTⅢ A として CGT を導入し
た。これは，通常の方法で収入を得る納税者が，収入をキャピタルゲインとして受け取る
ことを選択した納税者に比して不利にならないようにするものであり（22），Asprey 委員会
の FullReport と同様に公平性の観点を重視したものである。CGT の枠組みが発表され
たのは 1985 年 9 月 19 日のオーストラリア税制改革（ReformoftheAustralianTaxation
System：RATS）声明（23）である。
　1936 年所得税法の PART Ⅲ A は，「adisposal」，「ofanasset」，「acquiredafter19


























（20） taxation rEviEw CoMMittEE, supranote （17）, at 414.
（21） rEForM oF thE australian tax systEM, supranote （17）, at 77-78.
（22） housE oF rEPrEsEntativEs oFFiCial hansard No.144,1985,19September1985,at1346.
（23） rEForM oF thE australian taxation systEM ; statEMEnt by thE trEasurEr, thE hon. Paul kEatin （1985）.
（24） woEllnEr, supranote （11）, at1670;Evans, supranote （10）, at 40.
（25） HepplesvFCT,173CLR492（1992）.
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る規定はうまく機能しないことが明らかとなっていた。
（3）1997 年所得税法以後
　1936 年所得税法 PARTⅢＡは，1993 年 12 月にわかりやすさとコンプライアンスコス
トの削減を求めて，複雑な所得税法の書換えを目標として立ち上げられた TLIP（Tax
LawImprovementProject）に基づいて書き換えられ，1998 年 7 月 1 日から適用されて




　1999 年には，これまで採用されていた指数化や平準化（5 分 5 乗方式による総合課税の
ようなもの（27））の代わりに，個人等が 12 か月以上保有している CGT 資産を処分する場














　CGTevent の多くは，何らかの形で 1997 年所得税法 Division108 に定める CGT 資産
に関連して生じる。CGT 資産の定義はそれゆえ，課税されるキャピタルゲインが生じた
（26） McLaren, supranote （15）, at204.BrianNolan&TomReid,rE-writinG thE tax aCt,22FEd. l. rEv.448
（1994）;trEasurEr, tax law iMProvEMEnt ProjECt, 17Dec.1993 ,https://parlinfo.aph.gov.au/parlInfo/
search/display/display.w3p;query=Id:%22media/pressrel/1863016%22.TLIP は，規定の内容自体を変更す
るものではないし，書換え前の規定の下でなされた判例への影響もないという見解がある。See annEttE 
MorGan Et al., a PraCtiCal introduCtion to australian taxation law2019,37（2019）.
（27） 石川直正『日本税制改革への提言』17 頁（まつ出版 1997）参照。
（28） rEPort oF thE rEviEw oF businEss taxation, a tax systEM rEdEsiGnEd,July1999（RalphReport）,https://
webarchive.nla.gov.au/awa/20180316084138/http://rbt.treasury.gov.au/.
（29） Reinhardt&Steel, supranote （15）, at4.BillsDigestNo.801999-2000NewBusinessTaxSystem（Integrity
andOtherMeasures）Bill1999 ,https://www.aph.gov.au/Parliamentary_Business/Bills_Legislation/bd/
Bd9900/2000bd080; rEPort oF thE rEviEw oF businEss taxation, supranote （28）, at13,77-80.





legalorequitablerightthat isnotproperty）（32）である（1997 年所得税法 §108-5（1））。
疑義を避けるために（toavoiddoubt）のれんやパートナーシップの持分などが CGT 資
産であることが法律に明記されており，CGT 資産に含まれるものの例として土地や外貨
（外国通貨）も示されている，（1997 年所得税法 §108-5（2）note1）。簡述すれば，CGT は，
資産の処分による利得に対する課税と，時には，資産の処分から生じたものではない特定
の capitalamounts の受領にも課税する目的を有する（33）。


















在する一方，多くの裁判官は，かかる Ainsworth テストに焦点を当てるよりも，property の法的意味と商業
的意味との間における一貫性を確保することを好む。他方，あるモノが商業的には価値がないという事実は，
一般的にいえば，あるモノが property であることを妨げるべきではない。価値は property の概念そのものに
不可欠なものとして扱われるべきではない（39）。





（31） McLaren, supranote （15）, at206;MitChElson supranote （11）, at105;barkoCzy, supranote （11）, at 489,
496;CooPEr, supranote （15）, at81;Evans, supranote （10）, at 40.
（32） 例えば，医師を過失で訴える患者の権利などがこれに該当する。barkoCzy, supranote （11）, at497.
（33） woEllnEr, supranote （15）, at287.
（34） McLaren, supranote （15）, at239.
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　以上を考慮すると，少なくとも，property 及びこれを中核概念とする CGT 資産の定義












に該当する。不動産については 1997 年所得税法 §108-5 の CGT 資産として通常の CGT





1997 年所得税法§ 118-10 の個人使用資産免税の適用を受けるために，1 つ以上の取引で
各資産を処分する場合，その個人使用資産のセットが 1 つの個人使用資産とみなされ，各
処分はその 1 セットの資産の部分的譲渡として扱われる（1997 年所得税法 §108-25）。
（2）個人使用資産免税の趣旨
　個人使用資産免税の趣旨は次のようなものである。








（39） LyriaBennettMoses,The Applicability of Property Law in New Contexts: From Cells to Cyberspace,30
syd. l. rEv.639,649-50（2008）.
（40） Moses, supranote （39）, at659.
（41） SeeEvans, supranote （10）, at 42.






































 （1997 年所得税法§ 108-10,118-10）。
（45）以上につき，seeMcLaren, supranote （15）, at246-247;Evans, supranote （10）, at50.See alsorEForM oF thE 
australian tax systEM, supranote （17）, at79,81-83. 自動車やオートバイに係るキャピタルゲイン又はロス
をなかったものとする 1997 年所得税法§ 118-5 の規定も，個人消費を控除することを防止する趣旨である。
SeeCooPEr, supranote （15）, at114; Evans, supranote （10）, at232. オーストラリア税制改革声明 41 頁も参照。
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（1997 年所得税法§ 6-10（1），10-5，102-5 等）。キャピタルゲイン又はロスのトリガー
となるのは，CGT の課税対象取引ないし事象ともいえる CGTevent の発生である。CGT
event の最も基本的なものに CGT 資産の処分がある。
　課税されるキャピタルゲインが生じたかどうかを決定する際の重要な要件（中心的要素）
は，この CGTevent の発生のほか，CGT 資産該当性である。CGT 資産は広範な概念で
あり，あらゆる種類の property と property ではないコモンロー又はエクイティ上の権利
である。疑義を避けるためにのれんやパートナーシップの持分などが CGT 資産であるこ
とが法律に明記されており，CGT 資産に含まれるものの例として土地や外貨も示されて
いる。もっとも，property 及びこれを中核概念とする CGT 資産の定義については，租税










ものである。また，Asprey 委員会の FullReport では，「キャピタルゲインに対する課税
は，本質的に，property の実現による利得に対するものである。この場合の実現は，事
業遂行又は事業取引の実施の側面を有しない」とされていた。さらに，CGT の導入に影
響を与えた 1985 年 6 月の DraftWhitePaper では，我が国でも馴染みの深い包括的所得
（46） ExPlanatory MEMoranduM to tax law iMProvEMEnt bill （no. 1） 1998.See alsoCooPEr, supranote （15）, 

































（47） SeeCooPEr, supranote （15）, at78.
（48） 差し当たり，金子・前掲注（6）259 頁以下，金子宏『課税単位及び譲渡所得の研究』（有斐閣 1996）所収の
各論稿，酒井克彦『裁判例からみる所得税法』231 頁以下（大蔵財務協会 2016）参照。
（49） https://www.ato.gov.au/misc/downloads/pdf/qc42159.pdf．
 これ以前のガイダンスの内容について，泉絢也「諸外国における仮想通貨の課税上の取扱い」税理 61 巻 11
号 58 頁以下，酒井克彦編著『キャッチアップ仮想通貨の最新税務』129 頁以下〔泉絢也〕（ぎょうせい
2019）参照。
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　2017 年 7 月 5 日，Katrina はコイン A（100 単位）を 15,000 ドルで取得した。2017 年 11 月 15 日，Katrina は，
信頼できるデジタル通貨交換所を通じて，上記のコイン A（20 単位）とコイン B（100 単位）を交換した。
　信頼できるデジタル通貨交換所における取引時点の交換レートによると，コイン B（100 単位）の市場価値は







































　最近，Terry の顧問は，暗号資産に投資すべきであると Terry に助言した。この助言に従って，Terry は，
種類の異なる暗号資産をいくつか購入し，ポートフォリオに追加した。Terry は，暗号資産に関してあまり詳
しくはないが，他のすべての投資と同様に，時折，投資の適切な重み付けにより，ポートフォリオを調整する。











































　Sachin は暗号資産を取引する事業を行っている。2017 年 12 月 15 日に，Sachin はコイン A（1,500 単位）を
150,000 オーストラリアドルで購入する。同じ日に，Sachin は 200,000 オーストラリアドルでコイン A（1,000 単
位）を売却する。Sachin は，事業の通常の過程で売却又は交換するために暗号資産を保有しているため，コイ





















　ATO によれば，暗号資産は CGT 資産に該当し，その売却，贈与又は交換は CGT





































































　ビットコインは 1997 年所得税法§ 108-5（1）の目的上，CGT 資産に該当するか。この
点についての ATO の公式見解は，TD2014/26「Incometax:isbitcoina‘CGTasset’for
thepurposesofsubsection108-5（1）oftheIncomeTaxAssessmentAct1997?」におい



































































































































　さらにいえば，ATO は，租税法以前の段階における property 概念の議論に加えて，
（53） ただし，世界中で CGT 制度が非常に広く採用され，「capitalgainstax」という用語が一般的に使用されて
いるにもかかわらず，この税の基本的な性質については一般的に合意が得られていないという指摘もある。
SeeEvans, supranote （10）, at 12.
（54） 例えば，資産の価値の変化をキャピタルゲイン又はロスとして捉えるものとして，Head,supranote （15）, at
41 参照。累進税率の下でいわゆる束ね効果を緩和するための平準化措置について，taxation rEviEw 
CoMMittEE, , supranote （17）, at415-420;ChrisEvans,Taxing Capital Gains: One Step Forwards or Two 












































　本研究は JSPS 科研費 19K13498 の助成を受けたものである。
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〔抄　録〕
　本稿では，オーストラリアにおける CGT（CapitalGainsTax：キャピタルゲイン税すな
わちキャピタルゲインに対する所得税）の内容や沿革を検討した上で，暗号資産の課税関
係及びその根拠について，比較的詳しく情報を公開している ATO（オーストラリア国税
庁）の対応を検討する。これによって，我が国における暗号資産に対する税制を検討する
際に有益な，①暗号資産がキャピタルゲインを生む資産ではないか又は譲渡所得の基因と
なる資産に該当しないかという点に関する議論，②ビットコインの権利性ないし私法上の
性質等に関する議論，③暗号資産（及び／又は外貨）の譲渡に係るデミニミスルールに関
する議論に関する示唆を得ている。また，ATO と比較して，国税庁における当初発信し
た暗号資産の課税関係に関する情報の内容が説明不足ないし検討不足であったことを鮮明
にしている。
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